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第９期介護保険料の算定について 

  

第８期の保険料基準額５，９６０円（基金投入前の保険料基準額は６，２５９円）の積

算時の状況と比較した上で、当該基準額から上下する要因があるかを分析し、かつ国が現

段階で示している基準をもとに試算し、第９期の保険料基準額を検討する。 

 

１ 制度的な積算方法変更に伴う影響 

（１）第１号被保険者の負担率 

２３％で、第８期からの変更はなし。 

（参考：第５期２１％、第６期２２％、第７期２３％） 

※３期連続で同じ負担率は初 

   

（２）所得段階の改正 

ア 改正内容 

所得段階 
第９期基準 第８期基準 

基準 率 基準 率 

第１段階 
生保、世帯全員非課税+80万以下 

0.275 

（0.445） 
生保、世帯全員非課税+80万以下 

0.3 

（0.5） 

第２段階 
世帯全員非課税+120万以下 

0.48 

（0.68） 
世帯全員非課税+120万以下 

0.5 

（0.75） 

第３段階 
世帯全員非課税で上記以外 

0.685 

（0.69） 
世帯全員非課税で上記以外 

0.7 

（0.75） 

第４段階 世帯課税+本人非課税+80万以下 0.9 世帯課税+本人非課税+80万以下 0.9 

第５段階 世帯課税+本人非課税で上記外 1.0 世帯課税+本人非課税で上記外 1.0 

第６段階 １２０万円未満 1.2 １２０万円未満 1.2 

第７段階 １２０万円以上２１０万円未満 1.3 １２０万円以上２１０万円未満 1.3 

第８段階 ２１０万円以上３２０万円未満 1.5 ２１０万円以上３２０万円未満 1.5 

第９段階 ３２０万円以上４１０万円未満 1.7 ３２０万円以上４３０万円未満 1.7 

第 10段階 ４１０万円以上５００万円未満 1.9 ４３０万円以上６００万円未満 1.9 

第 11段階 ５００万円以上５９０万円未満 2.1 ６００万円以上 2.1 

第 12段階 ５９０万円以上６８０万円未満 2.3   

第 13段階 ６８０万円以上 2.4   

 

イ 第９期保険料への影響 

国の制度改正により、１１段階から１３段階となるが、人数構成比の高い第１

段階から第３段階の保険料率が下がるため、保険料基準額を押し上げる影響が

ある。 

資料２ 
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ウ 改正への対応 

国の改正により高所得者層への負担増、低所得者層への負担減の対応が行わ

れたため、国の改正に応じて変更を行う。 

 

（３）調整交付金の算定方法の改正 

ア 調整交付金 

各保険者の高齢化の状況を勘案し交付率が定められる国からの交付金。 

 

イ 第９期保険料への影響 

第８期計画策定時の本広域連合への交付率（３年間平均）は５．３５％と見込

んでおり、第９期の交付率（３年間平均）は４．０９％と見込まれる。第９期で

は約１．２６ポイント減少するため、保険料基準額を押し上げる影響がある。 
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２ 第９期の高齢者人口、給付費等の推計値による影響 

（１） 第９期の推計値と第８期の計画値との比較 

ア 高齢者人口（第１号被保険者） 

３年間合計の比較で、第８期（300,903 人）から第９期（304,362 人）は、

＋１．１５％ 

（参考：第７期から第８期は＋２．９７％） 

イ 給付費、地域支援事業費等（第１号被保険者の負担率：２３％） 

※報酬改定の改定率が未定のため、現状での推計値 

（参考：第７期から第８期の平均改定率０．７％） 

３年間合計の比較で、第８期（99,863,890,096円）から第９期（97,811,481,272

円）は－２．０５％ 

（参考：第７期から第８期は＋２．９５％） 

ウ 第９期保険料への影響 

高齢者人口は伸び、事業費は計画値ベースでは下がるため、保険料基準額を押

し下げる影響がある。 

 

第８期計画値 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合   計 

標準給付費見込額 

 ＋地域支援事業費 
32,540,739,916  33,331,849,171  33,991,301,009  99,863,890,096 

標準給付費見込額 30,563,644,916  31,099,895,171  31,711,630,009  93,375,170,096 

地域支援事業費 1,977,095,000  2,231,954,000  2,279,671,000  6,488,720,000 

第１号被保険者数（人） 99,655  100,302  100,946  300,903 

 

第９期計画値（素案） 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合   計 

標準給付費見込額 

 ＋地域支援事業費 
32,216,979,786 32,608,881,635 32,985,619,851 97,811,481,272 

標準給付費見込額 30,137,381,786  30,455,487,635 30,773,762,851 91,366,632,272 

地域支援事業費 2,079,598,000  2,153,394,000 2,211,857,000 6,444,849,000 

第１号被保険者数（人） 101,244 101,487 101,631 304,362 
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３ 検討が必要な算定要素 

（１）保険料予定収納率（第１期から第８期事業計画までの予定収納率は９８％） 

ア 第８期の収納率の実績 

令和２年度 ９９．２５％ 

令和３年度 ９９．４１％ 

令和４年度 ９９．４９％ 

イ 予定収納率の保険料基準額への影響 

保険料予定収納率を第８期の９８％から引き上げると、保険料基準額を押し

下げる影響がある。 

 

（２）給付費基金の取り崩し額の検討 

給付費基金については、各期の保険料算定の際に保険料上昇を抑制するために

取り崩している。第９期においても同様に取り崩しを予定しており、取り崩し額

については今後検討を行う。 


